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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第37期
第１四半期
累計期間

第38期
第１四半期
累計期間

第37期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 (千円) 1,255,929 2,176,007 6,687,160

経常利益 (千円) 76,979 250,665 652,213

四半期（当期）純利益 (千円) 51,601 169,857 441,091

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) 5,956,400 5,956,400 5,956,400

純資産額 (千円) 6,342,319 6,648,364 6,566,276

総資産額 (千円) 7,409,582 8,320,731 7,920,188

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 8.68 29.03 74.92

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 30.00

自己資本比率 (％) 85.6 79.9 82.9
 

(注) １　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

３　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の

　　期首から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

　　適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の状況

当第１四半期累計期間の工作機械業界は、日本工作機械工業会が発表した工作機械受注実績（2022年１月１日か

ら2022年３月31日まで）が前年同期比で39.2％増加しました。

新型コロナウイルス感染症の再拡大、ウクライナ・ロシア情勢、半導体供給のさらなる逼迫やエネルギー・原材

料価格の高騰などによりこれまでに増して先行き不透明な状況が継続しております。

一方で、世界的な脱炭素化志向は継続しており、各国政府による公共投資及び企業による設備投資の拡大が期待

されます。また、部品需給の停滞による生産リードタイムの長期化を見据え、製品発注を前倒しする動きもみられ

ます。こうした状況の中で設備投資需要は総じて回復基調で推移しました。

当社の受注状況も前期に続き回復基調にあり、受注高は前年同期比85.7％増と大幅に伸長しました。地域別で

は、中国市場においては非常に好調であった前年同期に対し35.6％の減少となりましたが、当第１四半期累計期間

においては建設機械関連、産業機械関連企業からの引合件数が増えている状況です。その他、いずれも前年同期比

で米州158.7％増、日本156.2％増、韓国129.5％増と好調に推移しております。

また、売上高は前年同期比73.3％増、営業利益は前年同期比800.3％増といずれも大きく伸長しました。前期から

回復基調にある受注状況を背景に、生産リードタイムの短縮による早期検収に最大限注力してまいりました。当第

１四半期末の受注残高は前年同期末に対して約1.8倍の約56億円となっており、引き続き売上高・利益の積み上げを

図ってまいる所存です。

当第１四半期累計期間の受注高は2,990,899千円（前年同期比85.7％増）となりました。このうち当社主力機種で

ある立形研削盤は2,012,050千円（前年同期比68.9％増）、横形研削盤は799,797千円（前年同期比95.5％増）、そ

の他専用研削盤は179,051千円（前年同期比1,687.2％増）となりました。

生産高は1,781,545千円（前年同期比63.4％増）となりました。このうち立形研削盤は1,434,099千円（前年同期

比53.0％増）、横形研削盤は347,446千円（前年同期比127.1％増）となりました。

売上高につきましては、2,176,007千円（前年同期比73.3％増）となりました。品目別には、立形研削盤は

1,656,910千円（前年同期比57.0％増）、横形研削盤は475,325千円（前年同期比149.8％増）、その他専用研削盤は

43,772千円（前年同期比336.9％増）となりました。

損益につきましては、営業利益248,512千円（前年同期比800.3％増）、経常利益250,665千円（前年同期比

225.6％増）、四半期純利益169,857千円（前年同期比229.2％増）となりました。

なお、当第１四半期会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。詳細については、「第４経理の状況　１　四半

期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

 
(２) 財政状態の状況

（流動資産）

当第１四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて496,799千円減少し、6,293,503千円となりました。

これは主に現金及び預金が577,213千円、売掛金が36,311千円、製品が184,017千円、流動資産（その他）に含まれ

る未収消費税等が51,381千円減少したこと、仕掛品が214,951千円、原材料及び貯蔵品が134,404千円増加したこと

によるものです。

（固定資産）

当第１四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて897,342千円増加し、2,027,228千円となりました。

これは主に有形固定資産が853,306千円、無形固定資産が32,803千円増加したことによるものです。

（流動負債）

当第１四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて318,455千円増加し、1,672,367千円となりました。

これは主に買掛金が101,714千円、製品保証引当金が26,071千円、流動負債（その他）に含まれる未払金が33,203千
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円、流動負債（その他）に含まれる未払費用が86,238千円、流動負債（その他）に含まれる未払消費税等が52,895

千円、流動負債（その他）に含まれる前受金が37,997千円増加したこと、リース債務が18,718千円、未払法人税等

が53,123千円減少したことによるものです。

（純資産）

当第１四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて82,087千円増加し、6,648,364千円となりました。これ

は主に利益剰余金が82,087千円増加したことによるものです。

 

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(４) 研究開発活動

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は24,344千円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,956,400 5,956,400

東京証券取引所
JASDAQ（スタンダード）

（第１四半期会計期間末現在）
スタンダード市場
（提出日現在）

単元株式数　100株

計 5,956,400 5,956,400 ― ―
 

 

(２) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年３月31日 － 5,956,400 － 700,328 － 387,828
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(５) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(６) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2021年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 105,000
 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,849,800
 

58,498 ―

単元未満株式 普通株式 1,600
 

― ―

発行済株式総数 5,956,400 ― ―

総株主の議決権 ― 58,498 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式89株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

105,000 ― 105,000 1.76

計 ― 105,000 ― 105,000 1.76
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年１月１日から2022年３月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2022年１月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(１) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年12月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,458,466 1,881,253

  売掛金 2,078,357 2,042,045

  製品 184,017 -

  仕掛品 1,663,219 1,878,171

  原材料及び貯蔵品 324,459 458,864

  その他 82,782 34,168

  貸倒引当金 △1,000 △1,000

  流動資産合計 6,790,302 6,293,503

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 439,388 430,948

   土地 312,573 1,177,345

   その他（純額） 152,948 149,924

   有形固定資産合計 904,910 1,758,217

  無形固定資産 54,848 87,651

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 100,532 111,656

   その他 69,593 69,702

   投資その他の資産合計 170,126 181,358

  固定資産合計 1,129,885 2,027,228

 資産合計 7,920,188 8,320,731

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 391,014 492,728

  リース債務 268,901 250,183

  未払法人税等 153,680 100,556

  製品保証引当金 68,009 94,080

  役員賞与引当金 - 7,980

  その他 472,305 726,837

  流動負債合計 1,353,911 1,672,367

 負債合計 1,353,911 1,672,367

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 700,328 700,328

  資本剰余金 532,994 532,994

  利益剰余金 5,452,608 5,534,695

  自己株式 △119,654 △119,654

  株主資本合計 6,566,276 6,648,364

 純資産合計 6,566,276 6,648,364

負債純資産合計 7,920,188 8,320,731
 

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

 8/16



(２) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 1,255,929 2,176,007

売上原価 941,370 1,589,603

売上総利益 314,558 586,403

販売費及び一般管理費 286,956 337,891

営業利益 27,601 248,512

営業外収益   

 受取利息 22 14

 助成金収入 25,308 4,690

 受取手数料 538 186

 保険配当金 - 1,585

 保険解約返戻金 24,567 -

 その他 2,122 1,292

 営業外収益合計 52,560 7,769

営業外費用   

 支払利息 1,936 1,510

 割増退職金 - 3,529

 支払手数料 679 199

 その他 567 377

 営業外費用合計 3,183 5,616

経常利益 76,979 250,665

税引前四半期純利益 76,979 250,665

法人税、住民税及び事業税 30,497 91,932

法人税等調整額 △5,119 △11,124

法人税等合計 25,378 80,808

四半期純利益 51,601 169,857
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました販売手数料の一部については、売上高から減額

しております。また、従来出荷時に収益を認識しておりました部品販売の一部について、着荷時に収益を認識する

ことといたしました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は16,138千円減少し、売上原価は4,089千円減少し、販売費及び一般管

理費は6,900千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ5,148千円減少しております。

また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っておりますが、当第１四半期会計期間の期首の利益剰余金に与える影響はありません。

なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31

日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解

した情報を記載しておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期財務諸表への影響はあり

ません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

減価償却費 28,166千円 25,021千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年３月24日
定時株主総会

普通株式 89,313 15.00 2020年12月31日 2021年３月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第１四半期累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 87,769 15.00 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはありませ

んので、記載を省略しております。

　

(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間（自 2022年１月１日 至 2022年３月31日）
（単位：千円）

 

売上高

日本 欧州
アジア

アメリカ その他 合計
 うち中国

機械本体
　立形研削盤
　横形研削盤

 
916,321
401,116

 
56,120
－

 
385,903
38,602

 
324,813
38,602

 
36,669
－

 
61,977
－

 
1,456,991
439,718

部品（パーツ）

 立形研削盤

　横形研削盤

　その他専用研削盤

 
52,873
11,371
1,338

 
2,051
－

31,535

 
11,254
753
3,062

 
7,773
701
－

 
35,545
464
518

 
－
－
－

 
101,723
12,589
36,453

サービス

　立形研削盤

　横形研削盤

　その他専用研削盤

 
77,457
22,794
6,438

 
192
－
－

 
4,582
222
560

 
4,582
－
－

 
15,131
－
320

 
832
－
－

 
98,194
23,017
7,318

顧客との契約から生じる収益 1,489,711 89,898 444,939 376,473 88,647 62,809 2,176,007

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 1,489,711 89,898 444,939 376,473 88,647 62,809 2,176,007
 

（注）売上高は研削盤の据付地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2021年１月１日
至 2021年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

  １株当たり四半期純利益 8.68円 29.03円

    (算定上の基礎)   

  四半期純利益(千円) 51,601 169,857

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益(千円) 51,601 169,857

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,941,947 5,851,311
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（固定資産の取得）

当社は、2022年４月26日開催の取締役会において、下記のとおり固定資産の取得について決議しました。

 

１．取得の理由

当社は、2005年５月に雲出工業団地に本社工場を新設し、三井住友銀リース株式会社（現三井住友ファイナン

ス＆リース株式会社）との間で賃貸借契約を締結して、オペレーティング・リース取引を開始しております。そ

の後、生産能力の増強を図るべく2009年５月に本社工場を増設（大型機組立工場）して、ファイナンス・リース

取引を開始し営業活動を行ってまいりました。

今般、賃貸借契約の更新につき、中長期の経営目標として位置付けている「2030年　売上高200億円」を達成す

べく、今後の生産能力の拡大や生産効率の向上を視野に入れて、経営の迅速な意思決定を行うため現本社工場及

び大型機組立工場のリース資産の買取りを決定しました。

 
２．取得資産の内容

 

資産の名称及び所在地 床面積 取得価額 現況 取得資金

建物及び附帯設備等

（本社工場）

（大型機組立工場）

新潟県長岡市西陵町221番35

8,072.90㎡

4,119.97㎡

361,053千円

248,012千円
リース資産 自己資金

 

 
３．取得先の概要

三井住友ファイナンス＆リース株式会社から取得します。

 

４．取得の日程

売買契約・物件引渡日　　2022年５月31日まで

 
５．今後の見通し

本件が2022年12月期の業績に与える影響は軽微であります。今後開示すべき事項が発生した場合は、速やかに

開示します。

なお、本社工場については、オペレーティング・リース取引のため固定資産に計上し会計処理を行います。大

型機組立工場については、所有権移転ファイナンス・リース取引のため、2009年５月より既に固定資産に計上し

会計処理を行っています。
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（従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブとしての自己株式の処分）

当社は、2022年５月12日開催の取締役会において、本制度に基づき、下記のとおり、太陽工機従業員持株会

（以下「本持株会」といいます。）を割当予定先として、譲渡制限付株式としての自己株式の処分（以下「本自

己株式処分」又は「処分」といいます。）を行うことについて決議しました。

 
１．処分の概要

 

（１） 処分期日 2022年７月27日

（２）
処分する株式の

種類及び数
当社普通株式　18,910株（注）

（３） 処分価額 １株につき1,180円

（４） 処分総額 22,313,800円（注）

（５）
処分方法

（割当予定先）

第三者割当の方法による

（太陽工機従業員持株会　18,910株）

なお、各当社従業員からの付与株式数の一部申し込みは受け付けないものとします。

（６） その他
本自己株式処分については、金融商品取引法による有価証券通知書を提出しておりま

す。
 

（注）「処分する株式の数」及び「処分総額」は、最大値であり、実際に処分する株式の数及び処分総額は、本持

株会未加入者への入会プロモーションや加入者への本制度に対する同意確認終了後の当社従業員数(最大245

名)及び当社が定める従業員区分に応じて規定する1名当たりの付与株式数（幹部社員：最大30名 100株、その

他の社員：最大215名 74株）に応じて確定する見込みであります。

 
２．処分の目的及び理由

当社は、本持株会に加入する当社従業員のうち、本制度に同意する者（以下「対象従業員」といいます。）に

対し、対象従業員の福利厚生の増進策として、本持株会を通じた当社が発行又は処分する譲渡制限付株式（当社

普通株式）の取得機会を創出することによって、対象従業員の財産形成の一助とすることに加えて、当社の企業

価値の持続的な向上を図るインセンティブを対象従業員に与えるとともに、対象従業員が当社の株主との一層の

価値共有を進めることを目的とした本制度を導入することを決議しました。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。

　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年５月13日

株式会社太陽工機

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

新潟事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　朗  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小川　浩徳  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太陽工

機の2022年１月１日から2022年12月31日までの第38期事業年度の第１四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３月

31日まで）及び第１四半期累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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